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お わ り に
本稿では基本所得論について議論をする際に
考えられる法的な障害と理論的な課題について
検討した。その検討によって、基本所得論の導
入可能性という点では憲法上の障害はないこと
を示した。また、理論的には多くの批判が予想
されるが、それらの批判に対して全く応えられ
ないものでもないことも示した。それゆえ、基
本所得論の理論的な可能性については、一応は
可能性があると言うことができるであろう。し
かし、その可能性を現実のものとするために
は、基本所得論の一層の発展が必要であること
も言うまでもない。次には、実際に基本所得制
度を導入することが望ましいのかについての議
論を展開したいところであるが、それは今後の
課題とせざるを得ない。
＊本稿は２００５年度長崎国際大学社会福祉学科共
同研究「現代社会の雇用と社会保障」の研究
成果である。
注
１）たとえば，小杉礼子編『フリーターとニート』
（２００５年）．
２）基本所得論については，小沢修司『福祉社会と
社会保障改革』（２００２年）１０３頁以下，トニー・
フィッツパトリック『自由と保障』（２００５年）な
ど．
３）その点，将来の就労を前提条件として最低限所
得を保障するフランスの RMI 制度は，基本所得
制度とは若干異なっているように思われる．
４）広井良典『持続可能な福祉社会』（２００６年）９８
頁以下で提唱されている「若者基礎年金」は対象
を「若者」に絞っているものの，著者自身がこれ
を「ベーシック・インカムの部分的導入」と理解
している（同１０５頁）ことは興味深い．
５）生活保護法については，加藤，菊池等『社会保
障法（第２版）』（２００３年）２８８頁以下（前田雅子
執筆）．
６）佐藤幸治『憲法（第三版）』（１９９５年）４４１頁．
７）長谷部恭男『憲法（第三版）』（２００２年）１０７頁．
８）社会主義体制の原則であったと指摘する者もあ
る．阪本昌成『憲法２　基本権クラシック（第二
版）』（２００２年）２２２頁．
９）本学社会福祉学科では，近年の経済状況をふま
えて福祉政策について検討した講演会を開催し
た．その講演内容として，村越祐民「立法府から
見た福祉の現状と課題～失業を中心に」長崎国際
大学社会福祉学会研究紀要第２号（２００６年）９７頁
以下．
１０）松井茂記『日本国憲法（第２版）』（２００２年）５２８
頁以下．
１１）渡辺康行「『憲法』と『憲法理論』の対話」
国家学会雑誌１０３巻１・２号（１９９０年）５頁参照．
１２）基本的な部分を簡潔にまとめているものとし
て，デイヴィッド・バウチャー／ポール・ケリー
（飯島昇藏・佐藤正志訳者代表）『社会契約論の系
譜　ヒュームからウォルツァーまで』（１９９７年），
同『社会正義論の系譜　ヒュームからウォル
ツァーまで』（２００２年）．
１３）山岡龍一「政治哲学とはどのようなものとなり
うるのか」デイヴィッド・ミラー（山岡龍一・森
達也訳）『政治哲学』（２００５年）１８６頁．
１４）嶋津格「ハイエクと社会福祉」『福祉の公共哲
学』（塩野谷，鈴村，後藤編・２００４年）１０１頁以下，
森村進「リバタリアンが福祉国家を批判する理
由」同書１５３頁以下．
１５）森村，前掲１５４頁．
１６）同１５５頁．
１７）パライスによる基本所得論の理論的正当化につ
いては，山森亮「基本所得」現代思想３１巻２号
（２００３年）１３４頁以下が詳しい．
１８）国ではなく共同体の構成員間での連帯に任せよ
うとする無政府主義的共同体主義についてはここ
では触れないことにする．
１９）山森，前掲注 １７）１３４頁は共同体主義的な正当
化を試みる論者として J・ベーカーを挙げてい
る．
２０）塩野谷の議論については，塩野谷祐一『経済と
倫理』（２００２年）．
２１）菊池の議論については，菊池馨実『社会保障の
法理念』（２０００年）．
２２）塩野谷，前掲注 ２０）２５３頁．
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